
令
和

８
年

１
月

５
日

現
在

　
　

（
※

1
）
　

実
務

経
験

者
等

と
は

、
介

護
支

援
専

門
員

証
の

有
効

期
間

中
に

介
護

支
援

専
門

員
と

し
て

実
務

に
従

事
し

て
い

る
者

又
は

従
事

し
て

い
た

経
験

を
有

す
る

者
を

い
う

。
（
※

2
）
　

現
行

の
介

護
支

援
専

門
員

証
の

有
効

期
間

内
に

旧
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
に

よ
る

研
修

を
受

講
し

て
い

る
場

合
は

、
新

し
い

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

に
よ

る
研

修
を

受
講

す
る

必
要

は
な

い
。

　
　

（
例

）
旧

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

で
専

門
Ⅰ

（
3
3
時

間
）
を

受
講

し
た

場
合

、
新

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

専
門

Ⅰ
（
5
6
時

間
）
を

再
受

講
す

る
必

要
は

な
い

。

（
※

3
）
　

次
の

専
門

研
修

の
受

講
要

件
を

満
た

す
場

合
は

、
更

新
研

修
で

は
な

く
専

門
研

修
を

受
講

す
る

こ
と

。
　

　
【
専

門
研

修
Ⅰ

】
 研

修
の

募
集

案
内

で
示

さ
れ

る
基

準
日

時
点

で
現

任
（
介

護
支

援
専

門
員

と
し

て
実

務
に

従
事

し
て

い
る

。
）
か

つ
就

業
後

６
か

月
以

上
　

　
【
専

門
研

修
Ⅱ

】
 研

修
の

募
集

案
内

で
示

さ
れ

る
基

準
日

時
点

で
現

任
（
介

護
支

援
専

門
員

と
し

て
実

務
に

従
事

し
て

い
る

。
）
か

つ
就

業
後

３
年

以
上

（
※

4
）
　

再
研

修
受

講
後

の
実

務
経

験
者

等
の

更
新

研
修

は
、

過
去

に
計

8
8
時

間
（
「
専

門
研

修
Ⅰ

+
専

門
研

修
Ⅱ

」
、

「
専

門
研

修
Ⅰ

+
更

新
研

修
3
2
時

間
」
、

「
更

新
研

修
8
8
時

間
」
）
の

研
修

を
修

了
し

た
こ

と
が

あ
る

場
合

、
　

　
専

門
研

修
Ⅱ

又
は

更
新

研
修

（
3
2
時

間
）
を

受
講

す
る

こ
と

。
（
専

門
研

修
Ⅰ

を
再

受
講

す
る

必
要

は
な

い
。

）

※
主

任
研

修
及

び
主

任
更

新
研

修
は

除
く
。

主
任

介
護

支
援

専
門

員
の

資
格

を
お

持
ち

の
方

は
、

「
主

任
更

新
研

修
」
を

受
講

す
る

こ
と

で
、

更
新

に
必

要
な

研
修

の
受

講
が

免
除

さ
れ

ま
す

。

介
護

支
援

専
門

員

実
務

研
修

受
講

試
験

実
務

研
修

8
7
時

間
（
旧

4
4
時

間
）

登 録 （ 介 護 支 援 専 門 員 資 格 登 録 簿 搭 載 ）

介 護 支 援 専 門 員 証 交 付

登
録

後
５

年
以

内
申

請

登
録

後
５

年
を

経
過

再
研

修
5
4
時

間
（
旧

4
4
時

間
）

登
録

後
５

年
を

経
過

後
又

は
介

護
支

援
専

門
員

証
失

効
後

に
介

護
支

援
専

門
員

証
の

交
付

を
受

け
よ

う
と

す
る

者

証
の

有
効

期
間

の
更

新
を

受
け

よ
う

と
す

る
者

専
門
研
修
Ⅱ

3
2
時

間
（
旧

2
0
時

間
）

専
門

Ⅰ
修

了
者

で
就

業
後

３
年

以
上

の
者

介 護 支 援 専 門 員 証 の 有 効 期 間 の 更 新

更
新
研
修
（
専
門
Ⅰ
・
Ⅱ
相
当
)

8
8
時

間
（
旧

5
3
時

間
）

有
効

期
間

満
了

ま
で

１
年

以
内

の
者

更
新
研
修
（
実
務
未
経
験
者
）

5
4
時

間
（
旧

4
4
時

間
）

有
効

期
間

満
了

ま
で

１
年

以
内

の
者

実 務 に 従 事 し て い る 者 実 務 に 従 事 し て い な い 者

申
請

証
の

有
効

期
間

を
更

新
し

な
い

者

介
護

支
援

専
門

員
証

失
効

再
度

介
護

支
援

専
門

員
証

の
交

付
を

受
け

る
場

合
（
介

護
支

援
専

門
員

と
し

て
従

事
す

る
場

合
）

研
修

修
了

後
３

月
以

内
に

申
請

介 護 支 援 専 門 員 証 の 有 効 期 間 の 更 新

合
格

者

更
新

３
回

目
以

降

介 護 支 援 専 門 員 証 の 有 効 期 間 の 更 新

証
の

有
効

期
間

を
更

新
し

な
い

者

５
年

更
新

１
回

目

更
新
研
修
（
専
門
Ⅱ
相
当
）

3
2
時

間
（
旧

2
0
時

間
）

専
門
Ⅰ

を
修

了
し

た
者

で
、

有
効

期
間

満
了

ま
で

１
年

以
内

の
者

更
新

研
修

（
実
務
未
経
験
者
）

5
4
時

間
（
旧

4
4
時

間
）

５
年

更
新

２
回

目

５
年

証 の 有 効 期 間 中 に

実 務 に 従 事 し て い た 者

専
門
研
修
Ⅰ

5
6
時

間
（
旧

3
3
時

間
）

就
業

後
６

か
月

以
上

の
者

介
護

支
援

専
門

員
の

資
格

及
び

研
修

の
体

系

専
門

研
修

Ⅱ

更
新

研
修

(
専

門
Ⅱ

相
当

)

3
2時

間
（

旧
2
0時

間
）

ま
た

は

専
門

研
修

Ⅰ

＋
専

門
研

修
Ⅱ

ま
た

は

専
門

研
修

Ⅰ

＋
更

新
研

修

(
専

門
Ⅱ

相
当

)

ま
た

は

更
新

研
修

(
専

門
Ⅰ

・
Ⅱ

相
当

)

8
8
時

間

(旧
5
3
時

間
)

（
※

2
）

（
※

2
）

（
※

2
）

（
※

2
）

（
※

2
）

専
門

研
修

Ⅱ

更
新

研
修

(
専

門
Ⅱ

相
当

)

3
2時

間
（

旧
2
0時

間
）

ま
た

は

証
の

有
効

期
間

を
更

新
し

な
い

者

実 務 経 験 者 等(※ 1 ) 実 務 未 経 験 者

専
門

研
修

の
受

講
要

件
の

実
務

経
験

年
数

が
満

た
な

い
者

申
請

申
請

申
請

申
請

申
請

申
請

申
請

申
請

申
請

申
請

専
門

研
修

Ⅰ

＋
専

門
研

修
Ⅱ

ま
た

は

専
門

研
修

Ⅰ

＋
更

新
研

修

(
専

門
Ⅱ

相
当

)

ま
た

は

更
新

研
修

(
専

門
Ⅰ

・
Ⅱ

相
当

)

8
8
時

間

(旧
5
3
時

間
)

過 去 の 更 新 時 に 計 8 8 時 間 の 研 修 を 修

了 し た こ と が あ る 実 務 経 験 者 等 ( ※ 1 )

１ 回 目 の 更 新 時 に 実 務 未 経 験 者 向 け 研 修 ( 5 4

時 間 ) を 受 け 、 そ れ か ら 実 務 に 従 事 し た 者

実 務 未 経 験 者

実 務 未 経 験 者

過 去 の 更 新 時 に 計 8 8 時 間 の 研 修 を 修

了 し た こ と が あ る 実 務 経 験 者 等 ( ※ 1 )

過 去 の 更 新 時 に 計 8 8 時 間 の 研 修 を 修 了

し た こ と が な く 、 実 務 に 従 事 し た 者

更
新

研
修

（
実
務
未
経
験
者
）

5
4
時

間
（
旧

4
4
時

間
）

（
※

4
）

（
※

4
）



別紙１ 令和８年１月５日現在

これまでどおり、介護支援専

門員証の有効期間内に更

新に必要な研修を受講し、

介護支援専門員証の更新

を行ってください。

主任介護支援専門員の更新

主任研修修了証書 又は 主任更新研修修了証書に記載された

有効期間満了日までに、主任更新研修を修了してください。

介護支援専門員証の更新

有効期間経過後、

介護支援専門員

証を返納してくだ

さい。

※主任更新研修の受講要件を満たさない場合や受講決定がなされない場合は、主任更新研修を受講す

ることはできません。介護支援専門員として更新する場合は、専門研修又は更新研修を受講していただくこと

になります。

※主任更新研修の受講要件は変更が生じる可能性がありますので、最新のものをご確認ください。

※介護支援専門員証が失効した場合は、介護支援専門員及び主任介護支援専門員の業務に従事する

ことはできませんので、介護支援専門員証の有効期間が１年未満の方は専門研修（又は更新研修）の

受講についてもご検討ください。

す る しない

しないす る

主 任 介 護 支 援 専 門 員 更 新 研 修 フ ロ ー チ ャ ー ト

介護支援専門員証の有効期間

再研修を受講し、介護

支援専門員証の交付

後、主任更新研修を受

講してください。

期間外 期間内

主任更新研修の修了（介護支援専門員証の更新に必要な研修が免除になります）

※介護支援専門員証の更新手続は別途行っていただく必要があります。


